
学校法人に対する経営支援（案）

○学校法人の経営基盤の強化は、自己努力・責任で行うべきもの（私学の自主性の確保）
○経営改善に努力する学校法人に対して、経営分析の助言や経営改善計画の作成を支援
○客観的な経営判断指標に基づく経営指導を通じて、学校法人に早期の経営判断を促す

・電話、メールによる経営相談
・経営判断指標の提示
・研修会の開催
・成功事例の紹介

私学事業団

文部科学省 ・学校法人運営調査委員による指導 ・特定の法人には現地調査
・特定の法人には常時モニタリング

（計画の履行状況の確認）

・リーダーズセミナーの全国展開
・専門家の人材バンクを創設
・連携・統合の情報の収集提供
・経営分析、指導・助言を積極的に実施
・経営判断指標の精緻化
（改定例）

・財務状況が悪化する前に自主的な改善が必要となる指標
・不採算部門からの撤退が必要となる指標 等

・学校法人運営調査委員＊による集中的指導

＊私立学校関係者、弁護士、会計士等により構成され、

管理運営、財務状況等について必要な指導・助言を行う。

私学事業団文部科学省

現状

基本方針

・経営改善計画の作成支援

経営悪化の兆候を発見、経営状態の回復に向けてきめ細かく経営相談・指導

改革努力により改善が可能な状態
大幅な定員割れなど経営上看過
できない兆候が発生した状態

経営改善計画の実施により健全経営に
向けて改革に取り組む状態

戦略的大学経営を目指して
取り組んでいる状態

※経営指導・相談の対象は全学校法人であるが、私学をめぐる経営環境は年々厳しくなっているため、特に、経営悪化傾向にある法人にはきめ細かく実施

経営指導・相談の早期化、専門性の向上、メニューの拡大新たな取組

学校法人の経営状態
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